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第１ はじめに

１ 本検討会開催の経緯
農林水産省は、平成１７年３月に平成２７年度を目標年度とする新たな

家畜改良増殖目標を公表している。
この家畜改良増殖目標を着実に達成するためには、円滑な関係業務の遂

行を可能とする体制の強化が不可欠となっている。
このため、主要な家畜である乳用牛、肉用牛、豚及び鶏の４つの畜種を

対象として、改良増殖体制の強化に向けた検討を行うこととし、平成１７
年６月から８月にかけて、計９回（全体検討２回、畜種別検討７回）にわ
たって関係者による意見交換を行うこととなった。

本報告書は、本検討会において意見交換された内容を畜種ごとに取りま
とめたものである。

２ 家畜改良増殖体制強化に向けた検討の視点
改良増殖を取り巻く環境は、各畜種によって異なるものの、体制強化に

向けた検討を行う上での共通かつ基本的な視点として、次の４点を整理し
た。
① 国産種畜の能力向上と利用の拡大

乳用牛の輸入精液（輸入受精卵）の利用や豚・鶏の海外産の種畜利用
が大きなシェアを占める中にあって、国際競争力を有する国産種畜の作
出と利用の拡大が急務

② 家畜改良への生産者の参加の拡大
我が国畜産の安定的発展を図るためには、家畜改良の分野においても

生産者が積極的に参加し、改良精度の向上を図るとともにその成果を十
分に享受できる体制が必要

③ 国内遺伝資源の多様性の確保
特定系統の精液への利用の集中（黒毛和種）や防疫強化に伴う種畜の

広域流通の停滞（豚）により近交退化が懸念されることから、遺伝的多
様性を確保しつつ改良を進めることが重要

④ 家畜改良の役割分担の見直し
国、独立行政法人、都道府県、民間機関及び生産者が各々の特長を活

かした役割分担の下で相互に補完しつつ、効率的に家畜改良を推進でき
るよう体制を見直すことが急務
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第２ 今後の家畜改良増殖体制

１ 乳用牛

(1) 改良増殖体制の現状
我が国の乳用牛改良は、乳用牛の能力向上を目的として、登録事業により収

集された血縁情報を基礎に、雌牛の能力測定を行う牛群検定と優良な種雄牛を
選抜するための後代検定により推進されている。
① 牛群検定

、 、 、 、牛群検定は 本来生産者が飼養する乳用牛について 個体ごとに 泌乳量
乳成分率、体細胞数、濃厚飼料給与量、繁殖成績等を測定・記録し、その結
果を低能力牛の淘汰や飼養管理の改善などに活用することにより、酪農経営
の生産性の向上に資するものであり、このことは、検定実施牛と未実施牛の
乳量差が約2,300kgあることからも明らかである。

また、近年、安全・安心に対する消費者ニーズが高まっている中で、牛群
検定は個体ごとの乳質管理が可能であることから、バルク乳単位、ローリー
単位では問題とならない乳質であっても、個体レベルで乳質改善の取組が可
能となり、良質な生乳に対する消費者ニーズに対応していくための生産段階
での重要な取組となっており、良質生乳生産のインフラとしても機能してい
る。

しかし、我が国では、その本来の目的の一部に過ぎない後代検定のフィー
ルドとしての雄側からの改良や、検定成績に基づく選択的利用による雌側か
らの改良のための手段といった位置付けが強調され、こうした観点からの各
種インセンティブが付与されてきた。

② 後代検定
我が国は昭和59年度に開始した全国統一の後代検定を背景に平成15年8月

からインターブルが行う国際評価に参加し、我が国の検定済種雄牛の能力が
海外の酪農主要国と比較して遜色のない水準にあることが明らかになった。
その後の能力評価においても、我が国の検定済種雄牛の能力が世界的に見て
もトップレベルにあることが一層明確かつ確実なものとなってきた。

また、個々の種雄牛の日米の遺伝評価値を比較すると、全体では一定の相
関があるものの、米国評価で同一水準の種雄牛であっても日本における評価
値に顕著なバラツキが認められることから、我が国独自の後代検定の重要性
を再確認するものとなった。

後代検定に参加する候補種雄牛頭数は、近年ではＡＩ事業体150頭 （独）、
家畜改良センター35頭、合計185頭程度である。

後代検定に参加する候補種雄牛のうち、少なくとも母牛が国内の登録番号
を有する候補種雄牛は40～50頭程度で推移しており、候補種雄牛の７～８割
は生体又は受精卵で国内に輸入されたものである。

我が国は、海外の酪農主要国に比べ乳用牛の飼養頭数が少ない等育種資源
の基盤が脆弱なことから、国内の乳用牛の遺伝的能力の向上を図るため、優
良な育種資源を海外から導入してきている。海外の育種資源は、生体、受精
卵、凍結精液等の形で国内に導入され、国内育種資源との組み合わせや検定
事業の中での的確な選抜の実施等により、国内の乳用牛改良に一定の貢献を
してきた。
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(2) 課題と対応方向
我が国の乳用牛改良事業の主要な構成要素である牛群検定、後代検定、血

統登録及び体型審査はそれぞれ固有の目的と歴史的経過によって成立し、そ
れぞれ相互に関連・依存し合いながら発展してきた。しかし、これらは当初
から一体的に連携をとって実施する意図の下で企画されたものではないた
め、その連携は必ずしも十分とは言い難い面がある。

このような視点から現在の改良体制を点検した場合、改良体制を支える個
々の事業についてそれぞれ改善を図ることとあわせ、それらの連携を抜本的
に強化し、改良体制の効率化を図ることが緊急の課題であると考えられる。

① 牛群検定実施率の向上
牛群検定の多様かつ重要な機能を踏まえれば、基本的にはより多くの生産

者が牛群検定を実施することを目指すべきである。しかしながら、事業開始
以来30年を経て、実施率は着実に向上してきたものの、現状の実施率は戸数

、 、 。で約4割 頭数で約5割となっており 最近は緩やかな伸びにとどまっている
実施率低迷の要因として検定の実施方法が占める割合は高くないものの、

牛群検定未実施の理由として検定の立会そのものの煩わしさを挙げる生産者
もいることから、牛群検定の実施に係る関係機関において実施率向上を図る
ため早急に対応を検討する必要がある。

さらに検定の実施によって得られる利益を一層高めるため、検定成績の利
活用について改善を図るとともに、未実施農家に対し実施によって得られる
利益を実感させる取組等も必要である。

② 候補種雄牛の国産比率の向上と精液の適切な利用
今後も海外の育種資源を活用することは必要であるが、ＢＳＥ発生に伴う

北米からの生体輸入の停止に代表される衛生上の問題に加えて、候補種雄牛
を過度に海外に依存してきたことが近年の輸入精液急増の一因との指摘もあ
る。一方、我が国において優良雌牛の蓄積が図られていることや種雄牛の遺
伝的能力が向上してきたことを踏まえ、今後は国内育種資源を活用した乳用
牛改良を推進することとし、国内の飼養環境に対応したきめ細かな情報提供
等新たな改良手法についても検討を行う必要がある。

海外産凍結精液は昭和58年度に利用が自由化されて以来、輸入量は増加基
調にあり、近年においても、北米等を中心に精液の輸入が増加し、平成16年
度にはホルスタイン種で約615千本に達している。これは、我が国で人工授
精に利用される乳用種精液の3割を超える水準に相当すると推計される。国
内の乳用牛改良を効率的に進めるためには、遺伝的能力が高い種雄牛を少数
精鋭で利用することが不可欠であることから、後代検定で生産された検定済
種雄牛については、後継牛生産に必要な総合指数(ＮＴＰ)上位４０頭の利用
を推奨している。

しかしながら、生涯生産性の向上という視点でみると、輸入されている精
液のうち、頭数で7割弱、精液本数で6割強のものは、ＮＴＰで国内検定済種
雄牛の上位40位の遺伝的能力にも満たない、レベルの低いものである。

能力の低い精液を利用することによって、長年の改良の成果である育種資
源の価値を失わせる等、１世代では解消できない改良の遅れを生じ、長期に
わたり酪農経営に直接影響を及ぼすことが強く懸念されること等を踏まえ、
輸入精液の利用に当たっては、インターブルの国際評価値等を確認し、真に
必要なものを厳選した上で利用するよう、関係機関が一体となった取組を進
めるべきである。
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(3) 改良増殖体制強化のポイント
① 国産種畜の利用の拡大

ア 候補種雄牛の国産比率の向上
国産候補種雄牛は、血縁牛が国内の飼養環境下で優秀な成績を記録して

おり、本牛の好成績も一定程度期待できること、国内酪農家が長年取り組
んできた改良成果の有効活用が図られ経営的にもプラスになること等か
ら、今後、後代検定に参加する候補種雄牛は段階的に国産比率の拡大を図
るべきである。このため、当面半数程度の候補種雄牛は国産育種資源を活
用したものとすることを目標として後代検定を進めることが望ましい。

特に後代検定事業の成果物である検定済種雄牛を活用した候補種雄牛を
生産することを目指すべきである。

イ 種雄牛生産における独立行政法人家畜改良センターの役割の見直し
国内育種資源を活用した候補種雄牛については、これまで （独）家畜、

改良センターが確保する「民間候補種雄牛」を中心に後代検定を実施して
きた。今後、ＡＩ事業体の候補種雄牛の国産比率の拡大の推移を見極めつ
つ （独）家畜改良センターはＡＩ事業体では対応困難な取組へ、さらに、
比重を移していくことを基本とし、民間では対応が困難な高度な育種手法
の開発やそのモデル実証によって育種資源の蓄積と活用を図り、育種資源
確保の多面化等、我が国乳用牛改良の質的向上に努めるべきである。

ウ 精液の適切な利用
(ｱ) 交配に利用する精液については、地域段階において、交配に利用する

推奨牛についての方針を定めて選定を行うこととし、輸入精液を利用す
る場合には、能力を踏まえた適切な利用に特に注意を払う必要がある。
特に、生産現場において交配に利用される精液の選定には家畜人工授精
師が大きな影響をもつことが指摘されていることから、家畜人工授精師
等の関係者に対し、輸入精液の利用のあり方について周知を図ることが
必要である。また、近年、受胎率等繁殖性が低下していることから、人
工授精師等関係者が連携し、原因分析及び対応方策の検討を進め、繁殖
性の改善に努めることとする。

家畜人工授精師は 「家畜の改良増殖を促進し、もって畜産の振興を、
図り、あわせて農業経営の改善に資する」ために家畜人工授精の実施者
等について適切な規制を行うという家畜改良増殖法の趣旨を踏まえ家畜
改良増殖の効率的かつ効果的な推進に努めるべきである。

(ｲ) 候補種雄牛の選抜、精液の供給は基本的にＡＩ事業体の判断に委ねら
れているが、後代検定は酪農家を始め多くの関係機関が関与、協力する
ことによって成り立つものである。

また、後代検定の各段階で多くの補助事業が利用されているという意
味では、検定済種雄牛は補助事業の成果物という側面もある。

したがって、検定済種雄牛は、単にＡＩ事業体の所有物又は管理物と
してだけではなく、国内酪農関係者の共有の財産と位置付けられるべき
である。

このような観点から、優良な種雄牛生産を行うことに対するＡＩ事業
体の主体性は残しつつも、優良な育種資源の有効利用の促進や特定の血
統への集中の回避のための事業体間における精液相互流通の一層の円滑
化、候補種雄牛の共有等を通じ、能力本位の効率的な種雄牛の利用等と
いう視点を一層重視することが望まれる。

② 家畜改良への生産者の参加の拡大
ア 検定手法の多様化等

立会検定は検定間隔によってさらにいくつかの方法に区分されるが、
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我が国では４週間隔で検定員が夕・朝の立会を行う検定（いわゆるＡ４
法）が採用されている。
牛群検定の手法としてＡ４法は今後も主要な検定手法であるものと考え

られる。一方、経営方針や搾乳形態、飼養規模等によって牛群検定に求め
る情報の内容等に差異が生じてきていることや、諸外国でも多様な手法が
導入されていること等を踏まえ、検定手法の多様化等により検定を実施し
やすい環境を整備することが必要である。

これまでもこうした情勢に対応して、ミルキング・パーラー・システム
からの記録の直接収集、ＡＴ法、自動検定等の導入等を進めてきたところ
であるが、牛群検定実施率のさらなる向上を図るため、検定精度の確保や
種雄牛の能力評価上の取扱いなど技術的な課題を整理しつつ、多様な検定
手法の導入と関連技術の開発を進め、検定の簡易化、検定コストの低減を
図ることが必要である。

イ ＡＩ事業体と生産者が密接に結びついた後代検定の構築
種雄牛生産における生産者等の意見の反映、事業体間における精液相互

流通の一層の円滑化、候補種雄牛の共有等、後代検定事業の成果物である
検定済種雄牛を活用した候補種雄牛を生産することを通じ、生産者とＡＩ
事業体が、共通の認識の下密接に結びついた後代検定を構築することによ
り、生産者の乳用牛改良への参画を促進するべきである。

③ 家畜改良の役割分担の見直し
ア 牛群検定、後代検定等一体的推進

改良体制を支える個々の事業間の連携を強化する上では、単に生産者の
、 、改良事業への参画意識の高揚に依拠するのではなく 既に指摘したとおり

ＡＩ事業体の候補種雄牛作り及び利用のあり方、牛群検定における多様な
検定手法の導入等乳用牛改良関係機関の適切な対応が求められる。また、
体型データの収集についても体型審査の簡便化等実施方法の見直しを行い
体型審査を受ける機会の増大を図るとともに、血縁データの収集について
も自動登録の促進を図る等登録団体が自ら改革を行うべきである。

また、個体識別システムを活用し、能力情報、血縁情報等を有機的に連
結した効率的かつ安定的な改良体制を構築することとし、乳用牛改良体制
検討会等において定期的に検証を行い、関係者の取組を促進する。

イ 適切な役割分担を踏まえた改良の推進
牛群検定、後代検定等を推進するため、今日まで国の補助事業等を活用

しつつ、国及び（独）家畜改良センターの主導的な役割の下で全国統一の
実施体制が構築され、それにより大きな改良成果をあげてきたところであ
る。今後の乳用牛改良をより効果的に進めるに当たっても、今日までに構
築した全国統一の改良体制を堅持することが重要である。

このため、今後は生産者の乳用牛改良への参加や関係機関の自主的な取
組による事業推進を図ることに留意しつつ、国及び（独）家畜改良センタ
ーは引き続き乳用牛改良の基本的な計画策定、ルール作り、調整の役割を
担うことにより、全国統一の改良体制を堅持する。

ウ 生産者による応分の負担
乳用牛改良を今後とも安定的に継続していくためには、生産者が乳用牛

、 。改良を自らの課題として捉え 応分の負担を行うことが必要不可欠である
検定実施／未実施、自家育成／外部導入、検定済種雄牛の利用／輸入精液
の利用等それぞれの乳用牛改良への関与の程度に応じた貢献が必要であ
る。
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乳用牛改良体制の展開方向

候補種雄牛
生産用父牛

雄子牛生産

候補種雄牛の候補牛の育成

後代検定娘牛
生産用母牛

保留・育
成

交

分娩・搾乳

後代検定娘牛

調
整
交
配

検定済種雄牛の誕生

候補種雄牛
生産用母牛

牛
群
検
定

後
代
検
定

体型
データ

データの
集計・分析
遺伝的能力

評価
（（独）家畜改
良センター等）

選抜

応募

泌乳データ

国産育種資源の活用 海外産育種資源の導入

生体輸入 受精卵輸入

候補種雄牛の国産比
率の向上

多様な検定手法の導入
等による牛群検定の実
施率向上

調整交配実施農家の泌
乳データ、体型データ
収集に対する調整交配
未実施農家の支援

共同での種雄牛づ
くり等を通じた能
力本位での検定済
種雄牛利用

計
画
交
配

候 補 種 雄 牛 の 選 定

候補種雄牛

(独)家畜改良セン
ターは、未経産採
卵やドナー検定
等、リスクは高い
ものの改良速度の
速い育種手法を用
いた候補種雄牛生
産に移行

検定済種雄牛を利
用した候補種雄牛
作りを推進

遺伝的能力評価を
踏まえた適切な精
液利用（検定済種
雄牛の利用拡大）

体型審査の簡便化等
体型審査の実施方法
の見直し

個体識別を活用し
た自動登録の推進

体型審査
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乳 用 牛 改 良 の 一 体 的 推 進

調整交配実施農家

評価結果に基
づいて選抜

候補種雄牛
の娘牛

•審査委員が審査を行いデータ収集
（年１回）

•酪農経営改善との結びつきが必ずしも明
確ではないため、取り組まれにくい

•検定組合を通じてデータ収集
（月１回）

•酪農経営改善との結びつきが明確であるた
め、取り組まれやすい

泌乳能力等

体型データ

能力評価 検定済種雄
牛の誕生

（独）家畜改良
センター AI事業体

牛群検定未実施農家を含むすべての生産者

（社）ホルスタイン登録協会

（社）家畜改良事業団

牛群検定組合等

調整交配未実
施農家による支
援が必要

精液の利用等乳用牛
改良成果の享受

調整交配実施農家

評価結果に基
づいて選抜

候補種雄牛
の娘牛

•審査委員が審査を行いデータ収集
（年１回）

•酪農経営改善との結びつきが必ずしも明
確ではないため、取り組まれにくい

•検定組合を通じてデータ収集
（月１回）

•酪農経営改善との結びつきが明確であるた
め、取り組まれやすい

泌乳能力等

体型データ

能力評価 検定済種雄
牛の誕生

（独）家畜改良
センター AI事業体

牛群検定未実施農家を含むすべての生産者

（社）ホルスタイン登録協会

（社）家畜改良事業団

牛群検定組合等

調整交配未実
施農家による支
援が必要

精液の利用等乳用牛
改良成果の享受
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２ 肉用牛

(1) 改良増殖体制の現状
① 種雄牛造成体制

肉用牛の種雄牛造成は、従来より県を単位として実施され、優良雌牛の
確保、計画交配、産肉能力検定等を通じて検定済種雄牛を選抜することを
基本としている。検定済種雄牛の精液はそれぞれの県が、県内の繁殖農家
等に供給してきたところである。

一方で、改良事業未実施県等に対して精液を供給するため （社）家畜、
改良事業団が産肉能力検定を実施し検定済種雄牛を選抜しており、これら
検定済種雄牛の精液は、全国の繁殖農家や酪農家に供給され、精液の広域
流通が活発化し、生産者の精液の選択の幅が広がっている。

産肉能力検定について、間接検定は調査牛の確保等にコスト及び労力を
要するため、間接検定を実施している公的機関の財政が逼迫する中、検定
頭数の増加が困難であること、検定期間が生産現場より大幅に短く設定さ
れていることから十分な能力評価が行われていない等の問題がある。この
ため、現場後代検定への移行が進んでおり、黒毛和種の後代検定実施頭数

、 、 、では 平成１０年には間接検定１０５頭 現場後代検定２頭であったのが
平成１５年には間接検定７４頭、現場後代検定６２頭となっている。

② 遺伝的多様性の急速なそう失
遺伝的多様性の確保に当たっては、特定形質雌牛群の整備、計画交配の

推進、特定系統の雄牛の精液の確保・保存・供給、広域後代検定における
共同利用種雄牛として一定の基準の遺伝子保有率を有する種雄牛の選定等
により対応しているところであるものの、依然として急速な遺伝的多様性
のそう失が進行している。

③ 全国的な枝肉情報データベースの活用
種畜の能力評価、肥育農家の経営改善、肥育技術改善等に資するため、

肉用牛枝肉情報全国データベースが構築されたところであり、協力肥育農
家への情報提供や県等を通じての繁殖農家への経営指導等に利用されてい
る。また、データベースを有効に活用するために、枝肉情報の収集率の向
上を図るための取組が行われている。

④ 優良雌牛の整備
改良を効率的に進めるためには優良雌牛を整備していくことが重要であ

り、基礎雌牛の導入整備や計画交配、生産性の向上を進めるため、一般予
（ ） （ ）算 強い農業づくり交付金 や畜産業振興事業 地域肉用牛振興対策事業

において、家畜導入や、発情発見装置等の導入による繁殖性の改善の総合
的な支援が行われてきたところである。

(2) 課題と対応方向

① 種雄牛造成体制の強化
種雄牛の造成に当たっては、系統の維持改良に係る種雄牛と市場ニーズ

の高い子牛の生産に係る素牛生産用種雄牛、双方の観点に配慮し、ある程
度の能力を有する種雄牛を確実に確保していくことが必要であるが、種雄
牛造成を行っている都道府県においては、検定のセット数の削減を余儀な
くされるなど、単独で検定を行うことが困難になってきている例もある。
このような状況を踏まえれば、検定済種雄牛の安定的な確保が更に重要に
なっており、都道府県の検定済種雄牛頭数の確保と併せて（社）家畜改良
事業団による検定済種雄牛頭数の確保並びにその適正利用が必要である。
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また、県単位での改良を進めるためには、各地域に飼養されている優良
な雌牛集団の有効活用と効率的な指定交配等を推進するため、都道府県の
事業と育種組合等の活動の連携の強化を図ることが必要である。

効率的、効果的な優良種雄牛の選抜を行うためには、検定精度の向上を
図ることが重要である。また、検定頭数を確保するためには、コスト削減
を図りつつ安定的に検定を実施していくことが必要である。

このため、広域後代検定については、現場後代検定に着実に移行してい
くこととしており （社）家畜改良事業団についても、後代検定方法を見、
直し、将来的には、統一的な後代検定方法により実施することを検討する
ことが必要である。

枝肉形質の遺伝的能力評価が定着する中で、議論が起きている直接検定
における選抜項目や検定方法の見直し等に係る検討を進めるとともに、新
たな検定の手法の実用化、導入を促進する必要がある。

② 遺伝的多様性の確保
これまで各地域で維持されてきた遺伝的多様性が失われつつある中、将

来的に、肉用牛集団の近交係数や血縁係数が上昇して交配に行き詰まりを
生じることがないよう、特定の系統を確実に維持、確保していくことが重
要である。

しかしながら、肥育素牛生産のみ考えるのであれば、特定の種雄牛を集
中して利用するということもあり得るが、種畜生産のためには種雄牛の利
用のあり方について検討を行うことが必要であり、更には生産者の理解が
不可欠であることから、経営的な視点に立った改良を推進し、生産者の改
良への参加の拡大を図ることが必要である。

特に、肉用牛の場合、繁殖基盤のサイズが小さいところに、特定の高能
力種雄牛を集中利用することによる近交係数等の上昇を回避しつつ、高能
力種雄牛を利用していくことが必要である。

また、肉用牛の改良増殖においては、特長ある系統の維持・保留を図る
ため、県単位での主体的な種雄牛造成や繁殖雌牛の整備を実施してきたこ
とから、引き続き各県毎の取組を着実に実施することが必要である。一方
で、県単位では、肉用牛集団全体の改良の動向の実態を把握しながら、遺

。 、 、伝的多様性を確保していくことは困難な面もある このため 全国段階で
遺伝資源の確保、維持、遺伝的な特長を有する優良な種雄牛及び繁殖雌牛
を維持・供給する体制を構築していくことが必要である。

③ 枝肉情報の収集分析による種畜の能力評価
各都道府県が独自に県内の枝肉情報収集体制を整備しつつあるが、県域

を越えて流通している枝肉情報の収集を拡大するために構築された肉用牛
枝肉情報全国データベースの有効利用を図ることが必要である。そのため
には、肥育農家の更なる理解の醸成を図り、さらに多くの同意書を得て提
供可能な情報量の拡大を図ることが必要である。また、各都道府県におけ
る評価を活かしつつ、将来的には、データベースに入力された枝肉情報か
ら候補牛を含めた種雄牛全体の産肉能力の統一的な評価も必要であること
から、関係機関の連携の下、体制構築のための合意形成を進めていくこと
が必要である。

④ 優良雌牛の整備
初産月齢は穏やかに早期化しているものの、分娩間隔の短縮はほとんど

進展しておらず、人工授精の受胎率も低下傾向にあるなど、繁殖能力の観
点から改良を進めることが必要である。

繁殖能力の改善のためには、適期授精などの基本的技術の励行を推進す
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るとともに、過肥に留意した飼料給与を図り、離乳時期を検討することも
必要である。また、飼養管理に係る技術的改善を図るほか、繁殖能力に係
る遺伝的能力評価の開発、導入を図ることが必要である。

繁殖農家段階では、市場ニーズが高い高価格の種雄牛精液を利用する傾
向があるが、後継雌牛や肥育素牛の生産に役立つ情報を提供しつつ、収益
性の観点から効率的な種雄牛の利用を推進していくことが必要である。

⑤ 肉用牛改良に関する検討体制の整備
肉用牛改良に関する情報の共有と総合的な検討を行うために、肉用牛改

良に関する各委員会の連携を強化することが必要である。

⑥ その他
新技術の利用については、体外受精卵の活用推進を図るとともに、雌雄

の産み分けにより、種雄牛造成に必要な雄子牛のみ又は遺伝的に特長ある
形質を有する繁殖雌牛として保留するための雌子牛のみというような効率
的な生産が可能となる点で有用な性判別技術の定着を図るべきである。

また、今後の遺伝子解析技術の進展に併せて、肉用牛改良への利活用に
ついても検討を進めるべきである。

さらに、繁殖分野以外の技術で、牛の改良増殖に資する様々な技術につ
いて開発を推進し、普及・定着を図っていくことが必要である。

牛肉の安全・安心の観点で構築した家畜個体識別システムの肉用牛の改
良増殖対策への利用について検討する必要がある。

(3) 改良増殖体制強化のポイント
「新しい肉用牛の改良体制の構築への提言 （肉用牛改良専門委員会報告書」

）及び「新しい肉用牛の改良体制の構築に向けての具体策 （肉用平成１３年３月 」
牛改良体制強化専門委員会報告書 ）の考え方を基本としつつ、近年平成１４年３月
の肉用牛改良をめぐる諸問題に対応するために、以下の観点で改良増殖体制
の充実・強化を図る。

① 改良増殖体制の充実・強化のポイント
○ 種雄牛造成体制の強化及び効率的な産肉能力検定への着実な移行の推進
○ 特長ある形質を有する育種資源の確保・利用の推進
○ 全国的な枝肉情報データベースの充実・強化
○ 遺伝的能力の全国統一評価による改良の推進
○ 繁殖性に係る遺伝的能力評価の開発・導入
○ 優良繁殖雌牛の導入推進及び子牛の生産効率の向上
○ 性判別技術等を利用した効率的な改良の推進

② 充実・強化の具体的な内容
ア 種雄牛造成体制の強化及び効率的な産肉能力検定への着実な移行の推進

（ア）種雄牛の造成に当たっては、
ⅰ）種雄牛造成県にあっては、系統維持雌牛や改良基礎雌牛の保留・確

保及び計画交配、系統維持改良用種雄牛や素牛生産用種雄牛の候補牛
の産肉能力検定を行い、優良種雄牛を安定的に確保するものとする。

ⅱ （独）家畜改良センターは、系統維持改良用種雄牛、素牛生産用種）
雄牛の安定的確保や精液の効率的利用のため都道府県等の調整・管理
を行う。また、新技術を活用した肉用牛育種手法の開発とそれによる
種雄牛の造成を行う。さらに （独）家畜改良センターの調査・調整、
の下 （独）家畜改良センター又は関係機関が優良な遺伝資源や在野、
に埋もれた素材を確実に収集・保存するものとする。
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ⅲ （社）家畜改良事業団は、都道府県の種雄牛造成を補完するため、）
都道府県や（独）家畜改良センターの協力を得て、必要な候補牛を導
入して産肉能力検定を実施し、検定済種雄牛の精液を全国的に供給す
るものとする。

ⅳ）登録協会は、種畜の評価と系統の整理、繁殖雌牛の審査や繁殖記録
等のデータベースの充実を図るものとする。

（イ）産肉能力検定について、着実に間接検定から現場後代検定に移行し、
検定頭数の拡大を図る。この場合、検定に協力が得られる大規模肥育農
家等の確保や当該農家からの枝肉情報の提供等周辺の条件整備を図るも
のとする。

また （社）家畜改良事業団の後代検定方法の見直しを検討し、将来、
的には統一的な後代検定方法による実施の検討を行うものとする。

イ 特長ある形質を有する育種資源の確保・利用の推進

（ア）国内でⅰ）鳥取県、ⅱ）岡山県、ⅲ）兵庫県、ⅳ）広島県、それぞれ
を起源とする系統群の維持改良を図るものとする。

、 （ 、 、 、 、また 各系統群の中の一部の系統 栄光系 藤良系 城崎系 熊波系
３８岩田系等）については、このまま放置した場合、遺伝子が失われる
可能性が高いため、各系統に属する雌牛の中で、当該希少系統に属する
雌牛を全国で当面３千頭程度緊急的に保留・確保し、計画交配を実施し
て後代の種畜を生産するものとする。

（イ）肉用牛集団全体の遺伝的多様性の動向の実態を把握するため （独）、
家畜改良センターは関係機関と密接に連携し、全国的な視点から、系統
の維持改良が適切に行われているかどうか、肉用牛集団の近交係数や血
縁係数がどのように推移しているか等を定期的にチェックし、都道府県
等の取組の調査・調整の方法の検討を行うものとする。

ウ 全国的な枝肉情報データベースの充実・強化、遺伝的能力の全国統一評
価による改良の推進

肉用牛枝肉全国情報データベースによって、広く枝肉情報を収集するた
め、全国団体、都道府県等の関係機関が連携し、肥育農家の理解の醸成を
図り、多くの同意を得るための方法を検討し、情報収集の拡大に資する取
組を行うものとする。

また、これらの収集した枝肉情報の各都道府県への積極的な提供、都道
府県における産肉能力の遺伝的な評価に活用するとともに （独）家畜改、
良センターにおけるデータベース情報の分析により種雄牛全体の産肉能力
に係る統一的な遺伝的能力評価を行うための体制の構築に向けた関係機関
の合意形成を推進するものとする。

エ 繁殖性に係る遺伝的能力評価の開発・導入、優良繁殖雌牛の導入推進及
び子牛の生産効率の向上

登録協会は、子牛登記時に繁殖データを収集し、繁殖性の遺伝的能力評
価の導入に向けて検討を行うものとする。

また、改良を効率的かつ効果的に進めるためには、生産者の改良への理
解増進が重要であることから、育種組合や改良組合を核に、生産者自らが
改良に参加しているということが経営にプラスとなることを実証しつつ、
「経営安定のための改良」という視点での経営指導等の方法について検討
を行うものとする。

さらに、全国団体、都道府県等の関係機関が連携し、繁殖性の改善、子
牛の事故率低減等に資する事業と指導を推進するものとする。
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オ 性判別技術等を利用した効率的な改良の推進

効率的な種雄牛造成、遺伝的多様性の確保のために有用な性判別技術の
推進を図るため、技術の確立、普及に取り組むものとする。

また、ＤＮＡマーカー解析技術等の肉用牛改良への利活用について、導
入の可能性の検討を行うものとする。

さらに、家畜個体識別システムを活用した情報の連携による効率的な肉
用牛の改良増殖の推進について検討を行うものとする。

③ 改良増殖体制の充実・強化に向けた組織間の連携強化、役割分担の見直
し

○（独）家畜改良センター
（独）家畜改良センターは、従来から行っている広域後代検定等におけ

る都道府県等の調整・管理並びに新技術を活用した種雄牛の造成に併せ、
喫緊の課題である遺伝的多様性に配慮した育種資源の確保、遺伝資源保存
状況の調査・調整を行うほか、県単位では維持することが困難な遺伝資源

、 、 、の確保 維持を行うとともに 遺伝的な特長を有する候補種雄牛を生産し
（社）家畜改良事業団への提供を行う。

また、肉用牛枝肉情報全国データベースの適切な運用・管理を行うとと
もに、関係機関と連携し、肥育農家の理解の醸成と枝肉情報収集率の向上
を図り、産肉能力に係る遺伝的能力の全国統一評価を実施する。

○都道府県
（独）家畜改良センターと連携し、系統維持改良用・素牛生産用双方に

配慮しつつ、検定済優良種雄牛の作出・利用及び優良雌牛の整備を行う。
特に、生産者の理解を得て、希少系統に属する雌牛の保留・確保、計画交
配による後代の種畜生産により育種資源の確保を行う。

また、繁殖性及び子牛生産性向上に係る生産者への指導を行う。
○（社）家畜改良事業団

全国的利用を目的とした検定済種雄牛の選抜に当たっては、候補種雄牛
の選定、後代検定後の選抜を遺伝的多様性に配慮しつつ実施し （独）家、
畜改良センターが行う統一評価結果に基づく選抜を行う。

また、雌雄判別体外受精卵等の技術の開発・普及を推進し、早期の実用
化を図る。

○登録団体
評価方法、産肉能力検定方法等の技術的な検討を行うほか、子牛登記を

利用した繁殖成績の収集及び繁殖性に係る遺伝的能力評価の実施及び情報
提供を行う。

また、育種組合等を活用した遺伝資源確保の推進を図る。
○（社）中央畜産会

繁殖、肥育データの連携強化による経営指導等における改良増殖の一層
の推進を図るとともに 肉用牛改良への生産者の参加の拡大を図るため 経、 「
営安定のための改良」の視点に立った生産現場の指導等を行う。

○肉用牛改良に関する委員会
肉用牛改良に関する情報の共有と総合的な検討を行うために、国は、肉

用牛改良に関する各委員会の報告を肉用牛改良専門委員会に集約し、フィ
ードバックする機能を付与するなど、連携強化を検討する。
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３ 豚

(1) 改良増殖体制の現状
国産の種畜は （独）家畜改良センター、都道府県及び全農における閉鎖型、

育種と民間種豚生産者・育種会社を中心とした自場における現場検定成績を用
いた開放型の育種により作出・増殖されて広く利用されているものの、近年、
閉鎖型育種改良機関の見直しが進むとともに、国内における疾病のまん延等に
より、育種機関の間での種畜の流通が停滞している。

また、近年では、国内の種豚生産者等の規模が肥育豚生産者の規模拡大に追
いつかない面があり、大規模育種会社や海外ハイブリッドメーカーの種豚供給
シェアが増加している。

、 、こういった状況の中で 種豚生産者が中小規模層を中心に減少してきており
保持していた育種資源が消滅しつつある。

一方、改良の手法としては、効率的で実効性の高い種豚の改良には子取り用
雌豚や肥育豚の成績の利用が重要であるが、我が国においてはこの面での取組
が不十分となっている。

従来から、種豚の改良においては各機関による役割分担がなされてきたが、
増殖まで含めた体制や新技術・手法の開発・導入等については連携不足となっ
ている。

(2) 課題と対応方向
① 国産種畜の利用の促進及び遺伝的多様性の確保

現在の我が国の豚の改良においては、国内の種畜の信頼できる情報（所在
・能力等）及びその利用が少ないこと、種畜の導入による疾病持ち込みリス
クが大きくなっていること等から、各改良機関の間での種畜の交流が停滞し
ている。

また、中小の種豚生産者の廃業・経営転換や都道府県の改良事業の縮小に
より、国内の改良組織全体が縮小し、これに伴い、純粋種豚頭数も減少して
いる。さらに、近年では、我が国の消費者が求めるものと海外との改良方向
にズレが生じているとともに、種畜輸出国での疾病の発生により輸入が制限
される等海外における改良素材の確保が難しくなっており、国内での改良資
源の確保の重要性が増している。

このため、全国に散在する種豚について、全国一律の基準による遺伝的能
、 、力の評価及び所在 能力等の情報の一元管理と供給体制を整備するとともに

登録・検定制度への育種価の導入及び参加しやすい制度への組み替えについ
て検討する必要がある。また、ＳＰＦ施設等による種畜の清浄化体制の構築
及び衛生的な遺伝子の伝達方法である人工授精の普及を推進することに加え
て、公的機関を中心とした遺伝資源（生体・精液等）の維持体制について検
討する必要がある。

② 閉鎖型育種の広域化
閉鎖型育種の中心を担ってきた都道府県の試験場等の見直しが進んでお

り、従来どおりの規模を維持することが困難化している。
このため、地域ブランド造成の要望に対応するうえでも複数県が連携した

取り組みが必要となっている。

③ 種豚供給体制の強化
多くの種豚生産者において、種豚供給ロットの多頭数化が進んでおらず、

大規模肥育豚生産者の種豚供給ニーズに対応しきれていない。また、公的機
関においても、増殖規模の面から大規模肥育豚生産者に対応していくことが
難しくなっている。
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このため、種豚生産者等におけるグループ化や改良と増殖の役割分担等に
より、種豚供給ロットの拡大や衛生レベルの同一化を図り、規模拡大を続け
る肥育豚生産者へ対応可能な体制へ転換する必要がある。

④ 子取り用雌豚及び肥育豚成績の種畜改良への活用促進（家畜改良への生産
者の参加の拡大）
現在の肥育豚生産においては、子取り用雌豚の繁殖成績や肥育豚の肥育成

績等の収集は行われているものの、混合精液の利用の拡大等から肥育豚の血
統管理が行われておらず、子取り用雌豚、肥育豚データの改良へのフィード
バックが進んでいない。

このため、閉鎖型育種で作成された種豚については、広域組合せ検定結果
の次世代改良へのフィードバックを図る必要がある。また、開放型育種によ
り作成された種豚については遺伝的能力評価等において、子取り用雌豚の繁
殖や肥育豚の産肉及び肉質成績を反映していく必要がある。

⑤ 改良組織間の分担関係の見直し及び連携強化
現在の我が国の豚改良においては、各関係機関の連携が弱く、研究者を中

心とした交流等にとどまっている。一方、近年、遺伝的多様性の減少や改良
機関の縮小等による能力の向上の鈍化や海外ハイブリッドとの競争の激化等
により、多様で効率的な改良の必要性が増している。

このため、基本的には（独）家畜改良センターが遺伝的能力評価、基準豚
の作成及び雄系系統の造成、都道府県が特長のある系統の造成、民間の種豚
生産者や育種会社が開放型育種による種豚の改良、増殖については民間・公

、 、 、的機関との連携等という分担を念頭におきつつ 連携を強化するため 行政
研究者、生産者が連携にかかる調整及び新技術・手法の導入等について定期
的に検討していく必要がある。

(3) 改良増殖体制強化のポイント
① 国産種畜の利用の促進及び遺伝的多様性の確保

ア 全国一律の基準による遺伝的能力評価
遺伝的能力評価の精度を向上させるためには、各農場保有種豚間の血縁

を構築する必要があり （独）家畜改良センターによる基準豚の作成及び、
都道府県や民間育種会社による基準豚の増殖を行い、全国の種豚生産者へ
の配布を行うこととする。

また、全国一律の基準により家畜改良センターが育種価評価を行い、
（社）日本養豚協会を通じて検定データ提出農家へ自場の種豚の育種価と
全国順位を提供するとともに、能力に優れ特色ある種豚については、利用
者に分かりやすいような形で各形質の能力ランキング等を公表することと

。 、 。する 加えて 登録・検定制度の簡素化等に関する検討を行うこととする

イ 育種資源の確保
公的機関においては、それぞれ又は民間等と連携し、特長のある種豚に

ついて、多様性を確保した上で、民間等が広域的に育種資源として活用で
きる体制を構築することとする。

ウ 衛生的管理に配慮した種豚の広域利用
優良種豚の広域利用や全国的な衛生レベルの向上を図るため、受益者負

担によりＳＰＦ施設等を利用した種畜の清浄化や人工授精の普及等を推進
するものとする。また、人工授精用精液の製造等にかかるガイドラインの
作成等により、精液の品質の確保を図るものとする。
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② 閉鎖型育種の広域化
・連携による特長のある系統の造成

各地域における地域ブランド作成のため、都道府県が中心となり、民間
又は複数県で連携しつつ、特長のある系統の造成・維持・組合せ検定を行
うこととする。また、家畜改良センターにおいては、高能力な雄系系統を
造成し、全国へ配布することとする。

③ 種豚供給体制の強化
・増殖部門の強化

規模拡大を続ける肥育豚生産者のニーズに対応するため、中小種豚生産
者、公的機関等におけるグループ化・連携や育種改良部門と増殖部門の役
割分担による増殖規模の拡大及び衛生レベルの同一化を推進することとす
る。

④ 子取り用雌豚及び肥育豚成績の種畜改良への活用促進（家畜改良への生産
者の参加の拡大）

・広域的組合せ検定及び繁殖・肥育成績を用いた遺伝的能力評価
閉鎖型育種で造成された系統豚については、広域的組合せ検定結果を次

世代の改良へフィードバックすることとする。また、開放型育種により作
成された種豚については、モデル的に血統が明らかな子取り用雌豚の繁殖
及び肥育豚の産肉及び肉質成績を収集した上で、遺伝的能力評価への導入
の検討を行っていくこととする。さらに、トレーサビリティー等を活用し

、 。た消費者ニーズを取り入れた改良の仕組みについて 検討することとする

⑤ 関係機関の連携強化
・改良増殖の連携にかかる調整や技術的交流等

改良関係者の一体となった取組を推進するため、家畜改良センターが中
心となり、今後の改良増殖の連携にかかる調整等について、定期的に議論
する検討会を設置するものとする。また、この中で系統造成等の改良実施
県や各機関が全国ベースの改良実施計画の企画・調整に参画するととも
に、各県における方向性、進捗状況等の情報交換の上、種畜等の利用計画
を策定し、各機関は、この結果に基づき、計画的に遺伝的能力評価、育種
資源の確保、系統の造成等の連携した取組及び技術的交流を実施するもの
とする。

さらに、(独)家畜改良センター、大学等の研究機関、都道府県、民間が
連携し、ＤＮＡ解析技術等を利用した新たな改良手法による改良の推進及
び肉質に関する評価手法の確立・利用による生産物の品質向上等を図るも
のとする。
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４ 鶏

(1) 改良増殖体制の現状
国内の鶏改良増殖の取組は、地鶏、ブロイラーからなる肉用鶏及び卵用鶏で

状況が異なり、地鶏については、都道府県を中心に、自ら保有又は(独)家畜改
良センターから導入した在来鶏と、主に(独)家畜改良センターから導入した白
色プリマスロック等ブロイラーに用いる鶏種を改良・交配して地鶏銘柄鶏を作
出し、各地域で協議会等の組織化を図りながら普及の取組が行われている。

ブロイラーについては、(独)家畜改良センターが系統造成、都道府県が組合
せ検定及びフィールド検定を実施し、民間種鶏場が種鶏増殖、コマーシャル鶏
生産を行っている。

卵用鶏については、２社の民間育種業者自らが系統造成からコマーシャル鶏
生産までの取組を行っており、これに対し、系統造成や組合せ検定、フィール
ド検定の一部を、(独)家畜改良センターや都道府県が協力して実施している。

、 、しかしながら 国内で改良された国産鶏の我が国養鶏生産に占めるシェアは
肉用鶏で約１％、卵用鶏で約７％であり、原種鶏の大部分は海外に依存してい
る。特に外国産原種鶏については、現在１～２か国のみから輸入し、国内のご
く限られた原種鶏農場（肉用鶏２社４農場、卵用鶏１社１農場）で国内種鶏の
大部分が生産されている。

(2) 課題と対応方向
① 国産鶏の利用拡大

国産鶏の普及が停滞している原因としては、育種・増殖規模の制約等によ
り、外国鶏と同様の経済形質及び斉一性の確保が困難であるとともに、大規
模化する養鶏農家に対する供給能力の不足等が考えられる。

しかしながら、我が国の消費・流通ニーズへの対応、食料の安定供給の観
、 、 、点からも 国内で鶏の改良を行うことは重要であり (独)家畜改良センター

都道府県、民間育種業者が国産鶏の方向性について共通認識を持ち、広域的
な連携による育種規模の拡大や改良の効率化を図るとともに、民間種鶏場・
ふ化場の積極的な参画推進による一定の供給能力を確保する必要がある。

また、安定的な供給を確保するためには、生産・流通・販売・消費の各段
階が一体となった国産鶏普及の取組が重要である。

② 国内種鶏の確保
海外での疾病発生等による原種鶏の輸入停止、国内原種鶏農場での事故等

により国内の種鶏供給が不安定化する可能性があり、それらに際しての(独)
家畜改良センター及び民間が連携した種鶏供給体制等について検討する必要
がある。

また、改良関係機関で疾病が発生した場合、そこで維持されている重要な
系統が失われる可能性がある。特に、都道府県で改良されている在来鶏の中
には、特定地域にのみ存在する品種もあることから、都道府県等で維持され
ている在来鶏の情報収集や、(独)家畜改良センター、都道府県、民間が保有
する重要な系統の分散維持等について検討する必要がある。

③ 鶏改良の役割分担の見直し
コマーシャル鶏は３元又は４元交雑により作出されているが、育種改良に

係るコスト負担が大きく、このもととなる系統を各機関がそれぞれ単独で造
成・維持していくことが困難化している。

特に、都道府県の改良は、地鶏等独自の銘柄鶏開発への移行が進み、(独)
家畜改良センター及び民間系統の組合せ検定等の実施県が減少しており、全

- 21 -



国ベースの改良の今後の進め方等について検討する必要がある。
、 、 、また 改良関係情報(保有系統や改良手法等)の不足 防疫上の問題等から

育種素材の導入や他機関の系統利用等改良増殖における具体的な連携が遅滞
しており、関係機関の改良関係情報の収集・利用とともに、疾病の清浄化等
防疫上の課題解決を図る必要がある。

(3) 改良増殖体制強化のポイント
① 国産鶏の利用拡大

育種面の対応としては、(独)家畜改良センター、都道府県、民間育種業者
の各機関が、地鶏、ブロイラー、卵用鶏それぞれについて、国産鶏としての
方向性を共有しつつ、系統の一部共有化等による育種規模の確保とともに、
他機関の系統利用、ＤＮＡ解析技術等を利用した改良手法による改良の効率
化及び品質に関する評価手法の確立・利用等による生産物の品質向上等の高
付加価値化を図る。

増殖面の対応としては、民間種鶏場・ふ化場の種鶏増殖及びコマーシャル
鶏生産への積極的な参画を推進し一定の供給能力の確保に努める。

また、需要に応じた供給拡大を図るため、生産・流通・販売・消費の各段
階との一体的な取組を推進し、各段階のニーズに対し的確に対応するととも
に、原原種鶏及び原種鶏から国産であること、国内で種を維持していくこと
の重要性等、日頃から国産鶏に対する普及啓発に努める。

② 国内種鶏の確保
ア 種鶏供給のバックアップ体制の整備

国内の種鶏供給の一時停止、海外からの種鶏輸入停止の長期化等不測の
事態の発生に対し、(独)家畜改良センター及び民間の連携による種鶏の増
産、供給体制について検討する。

イ 育種資源の分散維持
疾病の発生等による重要系統の喪失を防止するため、(独)家畜改良セン

ターによる各都道府県の保有系統の情報収集とともに、(独)家畜改良セン
ター、都道府県、民間が広域的な連携を進める中で系統の分散維持の取組
も併せて推進する。

③ 鶏の改良の役割分担
ア 地鶏

、 、地域ブランド確立のための特長づけ 遺伝的多様性の確保等の観点から
都道府県は、自ら保有又は(独)家畜改良センターから導入した在来鶏をも
とに雄系統の改良を行い、それと交配する雌系統のブロイラー鶏種は、
(独)家畜改良センター等で造成された種鶏を積極的に活用し、味・歯ごた
え等の在来鶏の特長を生かしつつ産肉性を向上させた地鶏銘柄鶏を効率的
に作出する。

併せて、種鶏の清浄化（マイコプラズマ、鶏白血病、サルモネラ等）等
防疫上の課題解決を図りつつ、同様の鶏種を利用している複数県での共同
による系統造成や組合せ検定の実施等、広域的な連携を推進する。

イ ブロイラー
経済性にも配慮しつつ肉質に優れたブロイラー作出を行うため、系統造

成を(独)家畜改良センターが行い、組合せ検定等の能力検定は、(独)家畜
改良センター系統を利用している都道府県を中心に分担して実施する。

併せて、民間の種鶏場や生産者等の協力が得られるような能力検定の仕
組み等についても検討する。
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ウ 卵用鶏
外国鶏と同程度の経済性を確保しつつ卵質にも優れた卵用鶏を作出する

ため、改良の主な担い手である民間育種業者による改良に対する支援とし
て、(独)家畜改良センターは、卵質や抗病性等、従来改良を進めることが
困難であった形質についての育種技術の実用化及びこれらを利用した系統
造成、都道府県は、組合せ検定等の能力検定の実施等を行う。

また、都道府県が独自に実施している改良については、地鶏と同様に他
機関との積極的な連携による効率化を図る。

エ 改良に関する情報の共有、具体的な連携の推進
関係機関の具体的連携を推進するため、(独)家畜改良センターを中心に

改良関係の情報（保有系統の能力、改良方向及び手法、飼養・衛生管理状
況等）を収集、データベース化することにより、関係機関で情報を共有で
きる体制を整備する。

また、技術面での連携に当たっては、大学等の試験研究機関や飼料メー
カー、関係団体等の積極的な参加を推進するとともに、毎年開催している
鶏改良推進中央協議会を、改良関係の情報交換等による具体的な連携の推
進及び課題解決のための技術的検討等を行う場として位置付け、その充実
強化を図る。
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第３ おわりに

我が国の畜産は、農業生産額の４分の１を占めるだけでなく、食品産業
をはじめとする他産業とも密接に関連している。また、地域の雇用確保、
食品残さ等未利用資源の利用等を通じて地域経済を支えている。

一方、ＷＴＯ体制化の貿易自由化の進展等により一層の国際化が予想さ
れる中で、我が国の畜産を安定的に発展させていくためには、消費者ニー
ズに応じた高品質な国産畜産物を効率的に生産していくことがより一層重
要となるが、そのためには、これからも国内における家畜の改良増殖を積
極的に推進していく必要がある。

本検討会においては、畜種ごとに改良増殖体制の現状と課題を確認しつ
つ、体制強化に向けた対応方向とポイントについて検討・取りまとめを行
ってきた。今後は、取りまとめられた具体的な取り組みについて、畜種ご
とに設置されている又は設置予定の改良増殖に係る検討会等において、定
期的に検証しつつ、着実に実行されていくことを期待したい。
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参考１

家畜改良増殖推進検討会の検討経過

第 １ 回 家 畜 改 良 増 殖 推 進 検 討 会

<平成１７年６月１０日(金)>

・ 家畜改良増殖体制の強化の視点」及び「家畜改良増殖体制の現状「

について討議と主要検討事項」

畜 種 別 検 討 会

乳用牛：平成１７年６月２２日(水 、８月 ５日(金)）

肉用牛：平成１７年７月１１日(月）

豚 ：平成１７年６月２８日(火 、７月２６日(火)）

鶏 ：平成１７年７月 ５日(火 、８月 ２日(火)）

・畜種別に今後の改良増殖体制について討議と取りまとめ

第 ２ 回 家 畜 改 良 増 殖 推 進 検 討 会

<平成１７年８月１２日(金)>

・畜種別検討会の取りまとめに基づき今後の改良増殖体制を総括
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参考２

家畜改良増殖推進検討会委員名簿
(◎は座長）

○全体検討会

氏 名 所属・役職
秋 岡 栄 子 経済エッセイスト(独立行政法人家畜改良センター監事)

家 入 誠 二 熊本県農業研究センター畜産研究所中小家畜研究室長

板 井 康 明 社団法人家畜改良事業団理事長
→香 川 荘 一

小 川 正 幸 岐阜県畜産研究所養鶏研究部長

加 藤 和 彦 北海道農政部食の安全推進室畜産振興課長

金 井 俊 男 財団法人畜産環境整備機構副理事長

木 下 良 智 独立行政法人家畜改良センター理事長

柴 田 正 貴 独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構
畜産草地研究所所長

平 山 雅 彦 北海道農業協同組合中央会農業対策部長

松 永 直 行 農事組合法人松永牧場理事

◎宮 崎 昭 放送大学京都学習センター所長（京都大学名誉教授)

渡 邉 大 直 兵庫県農林水産部農林水産局畜産課長

○乳用牛検討会

氏 名 所属・役職
伊佐地 誠 社団法人中央酪農会議専務理事

加 藤 和 彦 北海道農政部食の安全推進室畜産振興課長

亀 田 康 好 酪農家

菊 池 一 郎 社団法人日本ホルスタイン登録協会副会長

酒 井 豊 独立行政法人家畜改良センター新冠牧場長

富 樫 研 治 独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構
北海道農業研究センター畜産草地部長

長 岡 正 二 社団法人家畜改良事業団顧問

◎信 國 卓 史 地方競馬全国協会理事

平 山 雅 彦 北海道農業協同組合中央会農業対策部長

吉 川 広 司 家畜人工授精事業体協議会代表
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○肉用牛検討会

氏 名 所属・役職
有 村 裕 之 鹿児島県農政部畜産課技術主幹兼肉用牛係長

神 辺 佳 弘 栃木県農務部畜産振興課副主幹

新 山 正 隆 社団法人家畜改良事業団専務理事

野 村 哲 郎 京都産業大学工学部教授

◎菱 沼 毅 独立行政法人農畜産振興業機構副理事長

福 原 利 一 社団法人全国和牛登録協会会長理事

松 永 直 行 農事組合法人松永牧場理事

向 井 文 雄 神戸大学農学部教授

横 山 政 廣 独立行政法人家畜改良センター鳥取牧場長

○豚検討会

氏 名 所属・役職
◎阿 部 亮 日本大学生物資源科学部教授

家 入 誠 二 熊本県農業研究センター畜産研究所中小家畜研究室長

伊 藤 政 美 社団法人日本養豚協会常務理事

鹿 又 厳 一 独立行政法人家畜改良センター茨城牧場長

神 山 和 義 日本生活協同組合連合会生鮮部畜産グループ
マネージャー

高 橋 吉 男 株式会社シムコ常務取締役

堀 江 光 洋 社団法人日本養豚協会理事

吉 田 修 作 全農畜産施設サービス株式会社常務取締役

○鶏検討会

氏 名 所属・役職
大 島 照 明 独立行政法人家畜改良センター兵庫牧場長

◎小 川 正 幸 岐阜県畜産研究所養鶏研究部長

後 藤 悦 男 株式会社後藤孵卵場代表取締役社長

末 國 富 雄 独立行政法人家畜改良センター岡崎牧場長

都 丸 高 志 株式会社トマル取締役社長

福 田 雅 之 全農畜産販売部総合課長

藤 村 忍 新潟大学農学部応用生物化学科助教授

森 英 雄 株式会社森孵卵場代表取締役社長
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